
議案第 36 号 

令和８年度貝塚市一般会計補正予算（第２号）の件 

令和８年度貝塚市の一般会計補正予算（第２号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ２７３，３８７千円を追加し、歳入歳出

予算の総額を歳入歳出それぞれ４２，６３１，２１７千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款・項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出

予算の金額は、「第１表  歳入歳出予算補正」による。 

（債務負担行為の補正） 

第２条 債務負担行為の追加は、「第２表 債務負担行為補正」による。 

（地方債の補正） 

第３条 地方債の変更は、「第３表 地方債補正」による。 

 

 

令和８年６月２日提出 

 

                                                貝塚市長 牛尾 治朗 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



　歳　入 (単位   千円)

14. 国庫支出金 8,692,084 119,711 8,811,795

2. 国庫補助金 1,212,564 118,831 1,331,395

3. 委託金 26,228 880 27,108

15. 府支出金 3,539,904 1,555 3,541,459

2. 府補助金 847,375 1,555 848,930

17. 寄附金 905,010 500 905,510

1. 寄附金 905,010 500 905,510

18. 繰入金 3,048,655 89,701 3,138,356

1. 特別会計繰入金 31,212 752 31,964

2. 基金繰入金 3,014,943 88,949 3,103,892

20. 諸収入 732,679 10,620 743,299

5. 雑入 271,922 10,620 282,542

21. 市債 2,252,900 51,300 2,304,200

1. 市債 2,252,900 51,300 2,304,200

42,357,830 273,387 42,631,217

計

第　１　表　　歳　入　歳　出　予　算　補　正

款 項 補正前の額 補 正 額

 歳　　　　　　入　　　　　　合　　　　　　計 



　歳　出 (単位   千円)

2. 総務費 5,994,157 50,654 6,044,811

1. 総務管理費 5,237,155 50,654 5,287,809

3. 民生費 20,507,803 68,875 20,576,678

1. 社会福祉費 8,233,110 2,708 8,235,818

2. 児童福祉費 8,624,011 66,167 8,690,178

4. 衛生費 4,054,840 16,502 4,071,342

1. 保健衛生費 1,040,158 502 1,040,660

3. 病院費 922,000 16,000 938,000

7. 商工費 272,468 4,000 276,468

1. 商工費 272,468 4,000 276,468

8. 土木費 3,271,237 90,665 3,361,902

1. 土木管理費 200,783 15,190 215,973

2. 道路橋梁費 828,481 30,000 858,481

5. 都市計画費 1,945,020 23,200 1,968,220

6. 住宅費 273,513 22,275 295,788

10. 教育費 3,408,656 42,691 3,451,347

1. 教育総務費 506,409 1,000 507,409

3. 中学校費 685,903 0 685,903

5. 社会教育費 671,145 25,771 696,916

6. 保健体育費 168,988 15,920 184,908

42,357,830 273,387 42,631,217

補 正 額 計款 項 補正前の額

 歳　　　　　　出　　　　　　合　　　　　　計 



(追加)

　事　　　　　　項

第 ２ 表　　　　債  務  負  担  行  為  補  正 

期　　　　　間 限 度 額

市 営 東 団 地 住 宅 建 替 事 業
Ｐ Ｆ Ｉ 導 入 可 能 性 調 査 業 務

令和８年度～令和９年度 13,983千円



起債の 起債の

方  法 借入先 償還期限 据置期間 その他 方  法 借入先 償還期限 据置期間 償還方法 その他

千円 年以内 年以内      千円 年以内 年以内

367,600 証書借入 年6.5％以内 政　府 20 5 左記の条件の範囲  証券発行の場合 404,200 同左 同左 同左 同左 同左 同左 同左 同左

又は （ただし、利率見 内において借入先  において発行価

証券発行 直し方式で借り入 その他 に融通条件がある  格が額面金額を

40,600 れる政府資金及び 25 5 場合その条件に従  下回るときは、 46,400 同左 同左

地方公共団体金融 うことができる。  それぞれの発行

機構資金について、 ただし、財政の都  価格差減額を埋

28,700 利率の見直しを行っ 25 3 合により償還期限  めるために必要 31,600 同左 同左

た後においては、 及び据置期間を短  な金額をそれぞ

当該見直し後の利 縮し又は繰上償還  れの限度額に加

3,100 率） 30 5 若しくは低利に借  算した金額を限 9,100 同左 同左

り換えることがで  度額とする。

きる。

起債合計 2,252,900 2,304,200

社 会 体 育 施 設
整 備 事 業

 年賦又は

 半年賦・

 くは満期

 均等若し

道 路 橋 梁 等
新 設 改 良 事 業

利  率
償還の方法

 一括償還

 元利均等

 又は元金

限度額利  率

公 営 住 宅
建 設 事 業

学 校 施 設
整 備 事 業

備   考
償還方法

第３表  地 方 債 補 正

起債の目的

補　　正　　前 補　　正　　後

限度額
償還の方法

備　　考


